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【研究ノート】  

 

 

中国農村地域における地域福祉課題と住民組織再編成の課題  

―地域社会教育活動に注目して―  

 

祁暁航 ＊  

 

摘要  

本研究は、改革開放以降の中国農村地域における社会構造の変容がもたらした

地域福祉サービス提供の課題と、それに伴う住民組織再編成の必要性を考察し、

この文脈における地域社会教育活動の役割を明らかにすることを目的とする。文

献調査を通じて、従来の行政主導型アプローチの限界を指摘するとともに、内発

的な住民組織の再編成プロセスにおける地域社会教育活動の重要性を検討した。

本研究では、農村コミュニティ教育（社区教育）の概念を拡張し、制度化された

教育活動だけでなく、住民の自主的な学習活動や地域文化活動も分析対象とした。

また、教育機会の提供主体についても多様な主体の参加に着目した。分析の結果、

地域に根ざした教育活動が住民の自主的参加を促進し、持続可能な地域発展の基

盤を形成する可能性が明らかになった。この知見は、住民主体参加で農村地域の

福祉サービス提供体制の再構築に向けた新たな研究課題設定の可能性を検証する

ことが期待される。  

 

キーワード：中国農村、住民組織再編成、地域福祉、地域社会教育活動  

 

１．問題提起  

1978 年の改革開放政策導入以降、中国農村地域は急速な社会構造の変容を経験

しており、特に地域福祉サービスの提供に新たな課題をもたらしている。本研究

は、この社会変容の中で生じた農村部の地域福祉問題に焦点を当て、地域社会教  
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育活動が内発的な住民組織の形成にいかに寄与し、地域福祉の向上にどのような  

影響を及ぼすかを解明することを目的とする。   

本研究の主要概念である「地域社会教育活動」とは、地域住民が主体となって

行う学習活動およびそれを支援する多様な主体の取り組みを指す。この活動は、

制度化された教育活動だけでなく、住民の自主的な学習活動や地域文化活動も包

含する。一方、「内発的な住民組織」とは、住民自身の発意と参加によって形成さ

れる自治的な組織を意味し、地域の実情に即した柔軟な問題解決を可能にする。

これら二つの概念は関連しており、地域社会教育活動が住民の能力開発と参加意

識の醸成を通じて、内発的な住民組織の形成を促進すると考えられる 1。  

改革開放政策以降、中国の農村地域は劇的な変容を遂げ、1978 年から 2023 年

までの 45 年間で農村地域の一人当たり収入は約 24.96 倍に増加した 2。この急速

な経済発展は農村部の貧困撲滅に寄与し、多くの農民の生活水準を向上させた一

方で、新たな社会的課題、特に地域福祉の問題を顕在化させている。  

最も深刻な問題として、若年労働力の都市部への大量流出によるコミュニティ

の崩壊が挙げられる。 2023 年には 2 億 9753 万人の農村労働力が移動しており、

この人口移動は従来の季節的な出稼ぎから固定的な都市定住へと質的に変化して

いる。この変化は農村社会の構造を根底から変容させ、特に中西部農村地域の過

疎化や高齢化を加速させ、地域間の格差をさらに拡大している。  

人口流出の結果、伝統的な農村コミュニティの維持が困難となり、教育や福祉

などの公共サービスの提供にも支障をきたしている。具体的には、地域内の人間

関係の希薄化が進み、従来の共同体機能が失われつつある。相互扶助システムの

崩壊が進行し、地域の福祉課題も多様化・深刻化していることが指摘されている。

特に残された高齢者、女性、子どもたちへの影響が顕著である。これらの留守家

族は十分な家族的・社会的支援を受けられず、心身健康の悪化、社会的孤立など

多様な生活課題に直面している（葉・潘 2008、葉・呉 2008、葉・賀 2008）。  

これらの課題に対応するため、21 世紀に入ってから、中国政府は「新農村建設」

（ 2005 年）、「郷村振興戦略」（ 2017 年）など一連の政策を実施し、農村コミュニ

ティの再構築を図っている。しかし、これらの政策の多くは行政主導のトップダ

ウン式アプローチを取っており、地域の実情や住民のニーズに十分に対応できて

いない場合があり、ガバナンスの主体の不在、社会構造の不均衡の悪化、民主主
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義の形骸化などの問題が指摘されている（賀 2016）。  

このような状況下で、コミュニティガバナンスの強化及び地域福祉の充実を図

るため、住民組織の再編成が重要な対応策として注目されている。住民主体の組

織形成は、地域の実情に即したサービス提供や住民間の相互扶助の促進など、地

域コミュニティに寄与すると指摘されている（重冨ら 2021）。しかし、Natalia ら

（ 2019）の研究によれば、国家が基層レベルでの外部統治能力を強化する一方で、

村民自身の参加能力と意欲は必ずしも向上していないという乖離が存在し、住民

主体の統治という本来の目的達成を困難にしている。  

このジレンマを克服し、真に機能する内発的な住民組織を形成するためには、

単なる制度的枠組みの整備にとどまらず、住民の能力開発と参加意識の醸成が不

可欠である。特に、近年の研究は農村の女性や高齢者の役割が変化しつつあるこ

とを示しており、これらの変化が内発的な住民組織の形成に新たな可能性を示唆

している（張・田 2023、柯ら 2022、李・安 2021）。  

以上の背景から、本研究は以下の研究ギャップを埋めることを目指す。従来の

研究が行政主導の政策や住民組織の形式的な再編成に焦点を当ててきたのに対し、

地域社会教育活動が内発的な住民組織の形成にどのように寄与するかを解明する

研究は十分に行われていない。本研究は、この点に着目し、地域社会教育活動を

通じた住民の能力開発と参加意識の醸成が、地域福祉課題の解決にどのように貢

献するかを明らかにする。  

具体的な研究の問いとして、以下の仮説を検証する。すなわち、地域社会教育

活動は、住民の地域課題への認識を高め、問題解決スキルを向上させることで、

内発的な住民組織の形成を促進する機能を果たす。この過程を通じて、コミュニ

ティガバナンスの強化、社会関係資本の増大、および地域福祉問題の解決につな

がる可能性を有すると考えられる。  

この仮説は、社会関係資本理論（Putnam 1993, 2000, 2002）とコミュニティ

開発論（ Green & Haines 2002, 2016）を基盤としながら、松田（ 2014, 2015, 2019）

の「社会教育福祉」論を中心的な理論枠組みとして設定された。Putnam の社会

資本理論は、地域社会の活性化において信頼やネットワークが不可欠であると強

調するが、行政主導が強い中国農村では、Woolcock（ 2001）が分類する「橋渡し

型」「連結型」の社会資本が育ちにくい状況にある。さらに、人口流出や過疎化に
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よって従来の結合型ネットワークそのものが脆弱化しているため、社会関係資本

の形成や再構築が困難になっていると考えられる。  

他方、Green & Haines のコミュニティ開発論は、住民が主体的に地域の資源

（アセット）を活用し、持続的発展を目指すアプローチを提唱する。しかしなが

ら、資源そのものが十分でない農村地域においては、行政のみならず、社会組織

（非営利団体）や研究機関など多様なアクターと連携しながらアセットを「再生

産」する仕組みが不可欠である。単に「住民主体」を掲げるだけでは、深刻な人

口流動や財源不足といった構造的制約を克服することは困難である。  

このような理論的課題に対して、松田の「社会教育福祉」論は、教育（社会教

育）と福祉行政の連携を地域単位で進めることにより、住民同士の学習や支え合

いを促し、互酬性や包摂性の向上に寄与する可能性を示している。ただし、この

理論は公的教育機関の事例を主に想定しているため、行政主導が強く、地域資源

の流出が著しい中国農村に適用するには、社会組織（非営利団体）、地元コミュニ

ティなど多元的な協働体制をいかに構築するかが課題となる。本研究は、社会関

係資本の視点とコミュニティ開発論のアプローチを批判的に検討しつつ、松田の

社会教育福祉論を発展的に適用することを通じて、内発的な住民組織の再編と地

域福祉課題の解決可能性を考察することを目的とする。  

本研究では、この仮説を検証するために、体系的な文献研究を主要な方法とし

て採用し、中国語文献は中国知網（ CNKI）、英語文献は Springer、Web of Science、

日本語文献は CiNii  Research などのデータベースを用いて、関連文献を網羅的

に収集する。選定基準としては、ピアレビューを受けた被引用数の多い論文、政

府機関の公式報告書を重視し、改革開放以降の中国農村政策に関する政府文書、

法令、統計資料を精査し、政策の変遷とその影響を時系列で分析する。  

本研究の独自性は、急速な社会変容に直面する中国農村において、行政主導か

ら住民主体の取り組みへの移行における地域社会教育活動の役割に焦点を当てる

点にあり、これにより、地域福祉課題の解決に向けた新たな視座を提供し、持続

可能な地域発展のモデルを提案することが期待される。  

以上の問題意識に基づき、本論文は次のように展開する。第 2 節では人口流出

問題とその影響を検討し、第 3 節では 2000 年代以降の中国農村政策の変遷を概

観する。第 4 節では地域社会教育活動の役割を考察し、第 5 節では地域福祉課題
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解決に向けた意義と課題を論じる。  

２．農村政策の変遷と社会構造の変化  

本節では、1978 年の改革開放政策導入からの主要な農村政策と、それに伴う社

会構造の変容を考察する。特に、農家生産請負制（家庭聯産承包責任制）の導入

から戸籍制度改革に至る過程が、農村部の人口流出に与えた影響に注目する。  

２．１  農家生産請負制（家庭聯産承包責任制）から戸籍制度改革まで：人口流

出の始動  

1978 年に導入された改革開放政策は、中国の経済発展にとって歴史的な転換点

となった。 1982 年に全国的に推進された農家生産請負制（家庭聯産承包責任制）

4 は、農村経済に革命的な変化をもたらした。この制度は、個々の農家に土地の使

用権を割り当て、生産成果に応じた報酬を得る仕組みを創出した。これにより、

農民の労働意欲を大幅に向上させ、農村経済の飛躍的な発展をもたらした。しか

し同時に、余剰労働力の増加という新たな課題を生み出し、後の大規模な人口移

動の起点となった。  

中国における農村労働人口の流出現象は、戸籍制度という独特の社会管理シス

テムの存在により複雑化している。1958 年に導入された戸籍制度は、都市と農村

の間の人口移動を厳しく制限してきた（Chan & Buckingham 2008）。しかし、改

革開放後の都市部経済の急速な成長は、この制度的障壁にもかかわらず、大量の

農村労働力を都市への出稼ぎへと駆り立てた。この結果、「農民工」と呼ばれる新

たな社会層が出現した。北京大学（盧 2011）の調査によると、1985 年には 6700

万人だった農民工の数が、 2010 年には 2.42 億人に達し、当時の中国の非農業労

働力総数の約半分を占めるまでに増加した。  

2000 年代に入り、中国政府は従来の厳格な戸籍制度の問題点を認識し、段階的

な改革に着手した。2014 年には全国的な戸籍制度改革が本格化し、これにより農

村から都市への人口移動が加速した。最新の動向として、国務院（ 2024）は都市

の規模に応じた戸籍取得制限の緩和策を発表した。  

都市部と農村部の収入格差や公共サービスの質の違いが、農村 -都市間のプッシ

ュ・プル効果を強化している。戸籍制度改革は人口移動の自由化を促進したが、

同時に農村部の人口流出をさらに加速させるという予期せぬ結果をもたらした。  

２．２  人口流出の深刻化と地域福祉課題の多様化  
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改革開放以降の市場化と都市化の進展に伴い、中国農村部は急速な人口流出に

直面している。 2000 年から 2022 年にかけて農村部の人口比率は 63.78%から

34.78%へと劇的に減少した（国家統計局 2023） 4。この変化は農村社会の構造や

機能に広範な影響を及ぼしている。  

人口移動がもたらす影響は複雑で多面的である。農村経済の構造最適化や農民

の所得向上などの正の効果がある一方で、農村部の青壮年労働力と人材の流失を

加速させ、多くの地域で人口構造の不均衡を深刻化させている。陸（ 2010）が指

摘するように、人口移動は従来の季節的な出稼ぎから、都市部への長期滞在や家

族単位での移住へと質的に変化している。この傾向は農村地域の過疎化と高齢化

をさらに加速させ、農村コミュニティの持続可能性に深刻な影響を与えている。  

具体的には、農業分野においては労働力の大規模な流出が顕著な問題となって

いる。『中国農村発展報告 2020』の予測によると、2025 年までに農業就業人口の

割合は約 20％まで低下すると見込まれている。特に農繁期における労働力不足は

深刻化しており、農業生産性の著しい低下を招いている。  

農村部からの人口流出は、高齢者、児童、女性などの留守家族の比率を顕著に

上昇させている。これらの人々は十分な家族的・社会的支援を受けられず、多様

かつ深刻な生活課題に直面している。留守児童は安全、教育や情緒面での問題（祁

2017）、留守女性は労働と家事の二重負担（汪・葉 2020）、留守高齢者は日常生活

支援の不足や社会的孤立（孫 2023）などの課題を抱えている。特に農村地域にお

ける高齢者向けの公共サービスの不足が顕著である。これらの問題は、個々の家

族の課題にとどまらず、農村コミュニティの存続に深刻な影響を及ぼしている。  

これらの変化は、農村コミュニティの存続や地域社会の結びつきに重大な影響

を与えており、従来の相互扶助システムの機能低下や公共サービス提供の困難化

など、多岐にわたる問題を引き起こしている。このような課題に直面し、中国政

府は 21 世紀に入り、農村コミュニティの再構築を目指した新たな政策転換を図

ることとなった。次節では、これらの政策の内容とその効果について詳細に検討

する。  

 

３．農村コミュニティの再構築を目指す政策の転換  

本節では、「新農村建設」や「郷村振興戦略」を中心とした政策を分析し、こ
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れらの政策が地域福祉及びコミュニティの再構築に与えた影響を考察する。  

３．１  中国政府による郷村振興政策の推進  

21 世紀初頭以降、中国政府は深刻化する農村地域の諸問題に対応するため、

「新農村建設」や「郷村振興戦略」を中心とした包括的な政策を段階的に展開し

てきた。この政策転換は、都市化中心の経済成長偏重モデルから、農村の価値を

再評価し、都市と農村の融合を基盤とした発展モデルへの移行を示している。特

に「郷村振興戦略」では、農業・農村・農民（いわゆる「三農」問題）を包括的

に考慮した質的発展が目指されている。以下の表Ⅰは、 2000 年代以降に中国政

府が実施した主要な農村政策を時系列で整理したものである。  

 

表Ⅰ  2000 年代以降の主要農村政策の年表  

政策名  政策依拠  政策目的・内容  

新農村建

設

（ 2005）  

中共中央・国務院（ 2006）

「社会主義新農村建設の推

進に関する若干の意見（原

語：关于推进社会主义新农

村建设的若干意见）」  

農村基盤設備を改善し、農民の生活水

準を向上させることを目的とし、道路

や水供給システムなどの基盤設備の

建設、教育および医療条件の改善、農

村環境の整備、文化施設の建設、農民

の生活質の向上を図る。  

農業税費  

全面廃止

（ 2006）  

国務院（ 2003）「農村税費改

革試行事業の全面的推進に

関する意見（原語：关于全

面推进农村税费改革试点工

作的意见）」  

農民の経済的負担を軽減することを

目的とし、農業税を全面的に廃止す

る。  

土地流転  

市場政策  

（ 2008）  

中共中央・国務院（ 2008）

「農村の改革・発展を推進

するに当たっての若干の重

大な問題に関する決定（原

語：关于推进农村改革发展

若干重大问题的决定）」  

土地資源の最適配置を図り、農民の収

入を増加させることを目的とし、農民

が土地を大規模農業企業や他の農民

に賃貸することを奨励し、土地流転市

場の整備、土地利用の効率化、農村経

済の活性化を推進する。  
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郷村振興  

戦略  

（ 2017）  

中共中央・国務院（ 2018）

「郷村振興戦略の実施に関

する意見（原語：关于实施

乡村振兴战略的意见）」  

農村の全面的な発展を推進し、「三農」

問題の解決を図ることを目的とし、

「産業振興、人材振興、文化振興、生

態振興、組織振興」の五大振興を強調。

農村経済の多角化、文化の振興、環境

保護、住民自治の強化を推進する。  

（筆者作成）  

 

これらの政策は、改革開放以降の社会経済状況の変化に応じて段階的に発展し

てきた。2005 年の「新農村建設」は、農村インフラ整備と公共サービスの拡充を

推進し一定の成果を上げたが、王（ 2014）が指摘するように、地域間の不均衡や

行政主導の過度な強化などの課題も顕在化した。 2006 年の農業税全面廃止政策

は、農民の経済的負担を軽減する一方で、基層行政の財政基盤弱体化をもたらし、

多様な主体との協働による新たな公共サービス提供体制の模索が始まった（ DAI

ら 2021）。  

これらの経験を踏まえ、2017 年の「郷村振興戦略」は、より包括的かつ長期的

な視座から農村の発展を企図している。産業、人材、文化、生態、組織の「五大

振興」を通じた全面的発展を目指すこの戦略は、公共サービスの充実と住民自治

の強化を同時に重視している点で画期的である。しかし、 Sarfo ら（ 2024）が指

摘するように、地域間格差の拡大や住民参加の不均衡といった構造的課題への対

応が十分ではないとの批判もある。  

これらの政策展開は、農村の公共サービス提供体制に抜本的な変革をもたらし、

従来の行政主導型モデルから地域全体の協働による新たなモデルへの移行を促進

している（丁ら 2019）。しかし、これらの政策は都市・農村間の格差を縮小する

一方で、農村地域では青壮年人口の持続的流出や質の高い公共サービス提供の担

い手不足など、新たな課題も浮上している。さらに、農村内部における新たな格

差や社会的排除を生み出す可能性も懸念される。  

３．２  地域課題解決に向けた住民の組織形成  

「農村振興戦略」が現段階の最重要政策として位置づけられる中、農村部にお

ける公共サービス提供システムの再編が重要視されている。この文脈において、
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住民組織の形成・再編成が再び注目を集めている。例えば、農民専業合作社、村

民ボランティア団体（志愿者服务队）、老人協会（老協）や婦女聯合会（妇联）と

いった年齢層・属性別の住民組織、文芸サービス隊（文艺服务队）などの住民サ

ークル団体が挙げられる。  

これらの住民組織の重要性は、複数の要因に基づいている。まず、人民公社時

代からの集団的経験が、協働の基盤として機能している。急速な社会変化に伴う

地域の福祉課題の解決において、住民組織が柔軟かつ効果的に対応できるという

認識がある。公共サービス提供の面においては、住民組織の役割が大きくなって

いる。行政リソースが限られる中、住民組織が補完的な役割を果たすことで、よ

り広範かつきめ細かなサービス提供が可能となっている。  

現段階の住民組織の再編成が従来の行政主導の住民組織化とは異なるアプロ

ーチとして認識されている。それが、行政主導の住民組織化の限界性に起因して

いる。具体的には、トップダウン式の意思決定プロセスにより、住民の主体性が

十分に発揮されず、地域の実情に即した課題解決が困難となっている。また、画

一的な組織構造が地域の多様性を反映できず、結果として住民のニーズに適切に

応えられないケースが多く見られる。これらの問題点は、住民活動の自主的展開、

および住民自治の実現を阻害する要因となっている（呉・陳ほか 2022）。  

これらの限界を克服するため、住民の主体性の向上に基づく自主的な住民組織

の形成が強調される（呉 2022；朱 2023；李 2024）。特に、女性と高齢者の役割

が再認識され、住民組織の自主的な形成および持続的運営につながる力の向上が

重要視されている。  

まず、住民組織と行政との関係性に関して、Karita ら（ 2023）の研究は、中国

農村部における住民組織の発展が単なる自治から協働的ガバナンスへと移行して

いることを実証的に明らかにしている。特に、農村部の住民組織が地方政府と協

力しながら、効果的な公共サービス提供を実現している点が注目される。  

一方で、郷村ガバナンスの担い手としての地域住民に関して、近年の研究では、

農村における女性や高齢者住民の組織形成が注目されている。張・田（ 2023）は、

留守女性の農村ガバナンスへの参加メカニズムを分析し、女性グループの参加が

コミュニティガバナンスの力を増加させることを明らかにした。高齢者に関して

は、李・安 (2021)が、農村留守高齢者の高齢者ケア（養老）モデルが家族ケアか
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ら高齢者の互助ケア（養老）5 へ移行していく過程を分析し、また、高齢者の参加

に基づく高齢者の互助ケア（養老）モデルが高齢者の精神的生活の困難を緩和す

る重要な方法であると指摘される（肖 2023）。  

これらの研究は、従来の住民組織構造が、女性や高齢者の積極的参加によって

再編成されつつあることを示唆している。この再編成過程は、より包括的で多様

な視点を持つ住民組織の形成につながり、結果としてコミュニティガバナンスの

質的向上に寄与する可能性がある。  

しかし同時に、現実的な課題も指摘されている。Natalia ら（ 2019）の研究は、

国家主導の村民自治における村民の自発的参加意欲の低さを指摘している。呉

（ 2022）もまた、郷村建設における農村住民の主体性の問題を指摘しており、住

民が単なる受益者や傍観者としての立場に置かれがちであり、主体的参加が実現

されていないことを問題視している。  

このような批判的視点は、住民組織の形成と自治能力向上に関する現状の課題

や限界を浮き彫りにしており、農村振興戦略の実現には、住民の意識形成や能力

向上、および住民参加の内発的動機の育成が喫緊の課題であることを示している。 

これに対し、住民組織化における内発的動機の育成に関して、既存研究の多く

は経済的利得（李・于 2023）や政策的アプローチ（謝・唐ほか 2022）に偏重し

ている。地域福祉課題への対応として、住民組織の形成に関わる農村コミュニテ

ィ教育（社区教育）や農村文化活動の重要性を提起した研究も一定程度蓄積され

ているが、それらは主に地域行政への提案にとどまっており、地域住民の自主的

参加と住民組織の持続的運営には、教育活動の内実については深く議論されてい

ない。  

したがって、本研究では、農村部における地域社会教育活動の役割に焦点を当

て、その住民組織形成と自主運営への影響を詳細に検討する。具体的には、地域

社会教育活動が住民の能力開発と参加意識の醸成を通じて、内発的な住民組織の

形成を促進し、地域福祉課題の解決にどのように寄与するかを明らかにすること

を目指す。  

４．農村における地域社会教育活動の展開  

本節では、前節で論じた農村コミュニティ再構築政策の限界を踏まえ、地域福

祉課題の解決と持続可能な地域発展における地域社会教育活動の役割を考察する。



アジア教育文化ジャーナル 

第 7 巻 2025 年 3 月 

50 

 

特に、住民の主体的参加と能力開発の観点から、これらの活動の歴史的変遷、現

代的意義、および主要アクターの役割を分析する。  

４．１  地域社会教育活動の歴史的変遷と現代的意義  

中国農村部における地域社会教育活動は単なる教育にとどまらず、農村の経済

社 会 発 展 と 住 民 の 生 活 改 善 を 目 指 す 包 括 的 な 取 り 組 み と し て 捉 え ら れ る （ 陳

1999）。この文脈において、「農村教育」、「農村コミュニティ教育（社区教育）」、

「農村文化活動」などの概念が密接に結びつきながら、地域社会の発展を支える

重要な基盤を形成している。  

歴史的に中国の農村教育は 1930 年代の「平民教育」運動から始まり、建国後

の「識字教育運動（掃盲運動）」を経て現代のコミュニティ教育（社区教育）へと

発展した。「平民教育」運動は農村の識字率向上と基礎教育普及を目指し、1950～

60 年代の「識字教育運動」は農村教育水準を大幅に向上させたが、画一的な手法

により地域文化や固有知識が軽視される問題も生じた（储 2010）。  

1980 年代以降、改革開放政策による経済発展と社会変容が新たな教育ニーズを

生み出し、農村部では基礎的識字能力に加え、現代農業技術や経営知識、非農業

分野のスキルなど多様な学習ニーズが発生した（陳 1999）。この背景で 1999 年

に社区教育が政策用語として提起され、農村教育は生涯学習を取り入れた包括的

なアプローチに移行した。  

現代の農村コミュニティ教育は県レベルの社区学院、郷・鎮レベルの社区学校、

村レベルの村民学校という多層構造を持ち、地域に即した柔軟な教育体制を構築

している。しかし、教育資源不足や専門教師の質、資金不足といった課題が存在

する（孫 2009）。また、農民収入増加を目指す職業技能訓練が中心となり、短期

的経済効果重視で持続可能な発展に必要な幅広い知識や技能の習得が軽視される

傾向がある。理論教授の形式が学校教育モデルを踏襲しがちであり、成人学習者

の特性や実践的なニーズに十分に対応できていないという指摘もある（储 2010）。 

一方、これらの限界を補完する役割として、農村文化活動の重要性が注目され

ている。農村文化活動は地域コミュニティの互助文化を育み、強化する上で極め

て重要な役割を果たしている（趙 2021）。地域の文化祭や伝統的な祝祭日、農業

技術の展示会などは、地域住民間の深い相互交流を促進し、地域に対する帰属意

識と誇りの醸成に寄与している。例えば、「豊作祭」や春節、中秋節といった伝統
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的祭事は、若年層の都市流出により希薄化しつつある地域文化への絆を再確認し、

世代を超えた交流の強化や、文化的連続性を維持する場としても機能している。

祭りの準備や運営を通じて醸成された協力関係は、日常生活における相互支援の

基盤となり、農作業の協同や高齢者の見守りなど、互助システムの構築へと発展

している（栗 2024）。  

このような歴史的発展過程を経てきた中国農村の地域社会教育活動には、いく

つかの特徴が表れている。まず、強力な政府主導の下での体系的な展開が挙げら

れる。中央から地方まで一貫した政策方針に基づいて教育活動が推進され、全国

規模での教育水準の底上げが図られている。次に、地域文化と現代的ニーズの融

合という特性がある。例えば、伝統的な祭事や芸能を通じた教育活動が、健康教

育や環境保護活動と融合し、新たな地域文化を創出している。さらに、多層的な

教育システムの構築も特徴的である。県レベルの社区学院から村レベルの村民学

校まで、重層的な教育体制が整備され、多様な学習ニーズに対応している。  

しかし、これらの特性は同時に課題も内包している。特に、村レベルでの人材

や資金の不足により十分に機能していない地域も多く、教育機会の地域間格差が

拡大している恐れがある。農民のコミュニティ教育（社区教育）参加意識の低さ

も大きな課題となっている。孫（ 2009）の指摘によれば、その原因として、教育

活動と自身の福祉や生活の質との関連性の認識不足、日常生活や生産活動による

時間的制約、提供される教育内容と実際のニーズとの乖離などが挙げられる。  

この課題に対しては、正規教育、非正規教育、非公式教育の区分を活用し、多

様な教育形態で住民のニーズに柔軟に対応することで、より包括的なアプローチ

で取り組む必要があるだろう。  

４．２  地域社会教育活動の主要アクターと役割  

中国の農村地域における社会教育活動は、多様なアクターの協働によって支え

られている。主要なアクターとしては、行政機関、社会組織（非営利団体）、そし

て地域住民活動団体などが挙げられる。これらのアクターの役割を解明すること

で、農村地域の社会教育活動の全体像をより明確に把握することが可能となる。  

農村地域社会教育活動において、行政機関は依然として中核的かつ主導的な役

割を担っている（李・王 2010）。教育部と民政部を中心とする各レベルの政府機

関は、政策立案、予算配分、施設整備など、活動の基盤となる重要な機能を果た
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している。特に、農村部の人材育成に焦点を当てたプロジェクトは、農村住民の

職業能力向上と生活の質的改善を目指している。  

しかし、行政機関の主導的役割には限界もある。中央集権的なアプローチは全

国規模での教育水準の底上げには貢献したが、地域の多様性や個別のニーズへの

対応には不十分である可能性が高い。特に、急速に変化する農村社会の実態と、

硬直的な政府の政策立案・実施プロセスとのミスマッチが顕在化している。  

一方、行政機関の補完的役割として、社会組織（非営利団体）の活動が活発化

し、その重要性が増大している。これらの組織は、教育科技、情報伝播、文化娯

楽、法律援助など多岐にわたる分野で、地域のニーズに即した教育プログラムの

提供や、政府の手が届きにくい分野でのサービス提供を行っている（李・王 2010）。 

さらに、地域住民による自発的な活動団体も重要な役割を果たしている。これ

らの住民組織は、地域の実情に即した活動を展開し、住民の主体性を育む場とな

っている。その活動は、地域の課題に対する理解を深め、問題解決能力を向上さ

せるだけでなく、地域のアイデンティティ形成や世代間交流の促進にも寄与して

いる。活動参加を通じて、住民が現代市民として地域の公共事務に関心をもち、

公共サービスの提供に対する意識が高まるという効果が見られる（杜 2016）。  

このような多様なアクターの協働に基づく教育活動の提供に対し、「農民需求

導向」（農民のニーズ志向）に基づく多中心的な相互作用モデルが提案されている

（李・王 2010）。このモデルは、地元政府、企業、第三部門の協働による公共文

化サービスの共同供給システムへの移行を目指すものである（張 2012）。  

以上の考察から、中国農村部における地域社会教育活動は、多様なアクターの

協働によって支えられ、地域の持続可能な発展の基盤形成に寄与していることが

明らかである。一方で、資源の不均衡、参加意識の低さ、ニーズとの乖離、アク

ター間の連携不足といった課題に対応するため、各アクターの強みを活かした地

域の特性に応じた柔軟な支援体制の構築と、住民参加型の政策立案プロセスの導

入を通じて、より効果的かつ包括的な地域社会教育活動の展開が期待される。  

 

５．考察：地域福祉課題解決に向けた地域社会教育活動の意義と課題  

本節では、前節で論じた農村における地域社会教育活動の展開を踏まえ、その

意義と課題についてより包括的な考察を行う。中国農村部においては、人口流出
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や高齢化、さらには行政主導の強さといった構造的特質により、従来の公共サー

ビス提供システムや地域ガバナンスが十分に機能し得ない状況にある。他方、こ

のような制約的な文脈においても、地域社会教育活動がコミュニティの再構築お

よび持続的発展に寄与する可能性が、近年の文献研究において示唆されている。

本研究は実地調査による実証的検証には至っていないものの、理論的考察を通じ

て独自の分析視角を提示することを試みる。  

第一に、行政主導型アプローチの支配的性格により、住民の主体性および地域

の多様性が十分に発揮されないという課題がある。賀（ 2016）によれば、中国農

村の統治においては「上からの動員」という歴史的経緯が根強く、住民参加が形

式的なものにとどまる傾向が顕著である。特に若年層の都市部への定住化に伴う

地域人材の空洞化により、行政側が主導的立場を取らざるを得ない状況が生じて

おり、対等な協働関係の構築が困難になっている。この課題に対して、 Ostrom

（ 1990）のコモンズ理論が提起する協治（ co-governance）の枠組みは、重要な理

論的示唆を提供する。すなわち、行政機関を単なる管理主体としてではなく、住

民との共同による意思決定の担い手として位置づけ直すことにより、より民主的

な地域運営の可能性が開かれる。これは、地域社会教育活動のプログラム設計・

運営における住民の主体的関与を促進する上での重要な理論的基盤となり得る。  

第二に、教育内容と地域の実情との乖離という課題が指摘される。農村地域が

直面する福祉的課題は、高齢者ケアや子育て、過疎化対策など多岐にわたるにも

かかわらず、それらを十分に反映しない画一的プログラムの提供にとどまってお

り、学習意欲の向上や課題解決の実効性において限界が生じている。この点に関

して、Gruenewald（ 2003）が提唱する場所に根差した教育（ place-based education）

の枠組みは、地域固有の自然環境・伝統文化・生活課題を学習内容として積極的

に取り入れる重要性を示唆している。具体的には、地域特産物を活用した加工技

術の伝承や、高齢者の有する知識・文化的資源の世代間共有を目的としたプログ

ラムの開発などが、住民のニーズに即した取り組みとして考えられる。  

第三に、活動の持続的展開を支える資金的基盤および人的資源の不足という課

題が顕在化している。特に、若年層の都市部への流出が進む状況下では、社会教

育活動を主導・運営する人材の確保が困難であり、地方政府の財政基盤の脆弱性

により、長期的な支援体制の構築が阻害されている。これらの構造的制約を克服
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するためには、社会組織（非営利団体）や民間企業、研究機関等との多元的な協

働体制の確立が不可欠である。多様な主体がそれぞれの専門性や資源を結集する

ことにより、質の高い教育プログラムの開発と教育環境の整備が可能となる。  

これらの課題が存在する一方で、地域社会教育活動が農村の福祉的課題の解決

に寄与し得る可能性も明らかになっている。松田の社会教育福祉論が示唆するよ

うに、社会教育活動は住民間の信頼関係および互酬性を醸成する基盤として機能

する。特に、その教育活動の担い手として、Woolcock（ 2001）が提示する結合型・

橋渡し型・連結型という社会関係資本の三類型は、地域内部の連帯性強化のみな

らず、外部組織との連携構築においても有効な分析枠組みを提供する。高等教育

機関や企業、非営利団体など多様な担い手との協力関係の構築は、新たな知識や

資源の獲得を促進し、持続可能な学習環境の確立に寄与すると考えられる。  

教育活動の担い手の多様化に加えて、世代間交流の促進および文化的資源の継

承は、高齢化と人口流出が進行する農村部において特に重要な意義を持つ。地域

社会教育活動は、この世代間の分断を克服する機会を提供し、コミュニティ内部

での知識伝達および相互扶助の活性化に貢献し得る。  

以上の理論的考察から、地域社会教育活動は中国農村部における複合的課題へ

の対応策としての有効性を示唆しているものの、行政主導の性格の強さ、教育内

容の画一性、資金・人材の不足等の構造的制約は依然として克服すべき課題とし

て残されている。本研究は実地調査を伴わない文献研究を主たる方法としたため、

これらの理論的検討を深化させることにより、既存理論の限界性を明らかにする

とともに、新たな分析視角の提示を試みた。今後の研究課題として、フィールド

ワークや事例比較を通じて、多様な主体との協働体制の強化、地域資源を活用し

たプログラムの開発、そして住民組織の主体的参画の促進が、地域社会教育活動

の実効性と持続可能性を高めるために重要であることが示唆される。  

 

６．結論と残される課題  

本研究は、改革開放以降の中国農村における社会構造の変容と、それに伴う地

域福祉問題に対する農村地域社会教育活動の役割を考察した。人口流出や高齢化、

農業の担い手不足といった課題に直面する中国農村において、地域社会教育活動

が地域コミュニティの再構築と持続可能な発展に寄与する重要な機能を果たして
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いることが明らかとなった。  

地域社会教育活動の可能性として、特に注目すべき点が三点挙げられる。第一

に、農村文化活動と結びついた地域社会教育活動が、地域の連帯感や相互扶助の

精神を育む基盤となっている。第二に、世代間交流の促進と文化継承の機能を通

じて、地域住民の地域への愛着形成と住民間の互酬性に寄与している。第三に、

地域の資源や特性を活かした教育活動が、地域活動への自主的参加を促進し、内

発的住民組織の基盤形成につながる可能性を有している。  

一方で、本研究を通じて、いくつかの課題も浮き彫りとなった。従来の行政主

導のアプローチの限界を克服する住民の自主性の育成、教育内容と地域のニーズ

との乖離、人材と資金の不足などが主要な課題として指摘される。これらの課題

に対応するためには、住民の主体的参画を促進し、地域の実情に即した柔軟な教

育プログラムの開発が不可欠である。さらに、多様なアクターの協働を通じて、

持続可能な支援体制を構築していくことも重要である。  

本研究の学術的意義は、中国農村部における地域社会教育活動の可能性と課題

を、社会教育と福祉の統合的実践という視点から理論的に明らかにしたことにあ

る。今後の研究課題として、以下の三点が挙げられる。第一に、フィールドワー

クおよび事例比較を通じた実証的検証の必要性である。第二に、行政主導と住民

主体性の調和的実現に向けた具体的方策の検討である。第三に、コミュニティ教

育と地域福祉の統合的アプローチの実践可能性についての詳細な検討である。こ

れらの課題に取り組むことを通じて、中国農村部における地域福祉の向上に寄与

する、より包括的な理論的・実践的知見の構築を目指したい。  
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３．農家生産請負制（家庭聯産承包責任制）： 1978 年導入の農業経営改革。人民
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公社制度に代わり、集団化農業を廃止し、農民の生産意欲向上と農村経済の現代

化に寄与。  

４．  中国国家統計局『 2023 年中国統計年鑑』（ https://www.stats.gov.cn/sj/ 

ndsj/2023/indexch.htm）（最終アクセス： 2024/07/21）  

５．高齢者の互助ケア（養老）：地域社会での高齢者同士・住民間の相互扶助シス

テム。従来の家族ケアに代わり、見守り活動、ボランティア支援、共同生活施設

運営などを通じ、コミュニティ全体で高齢者を支援。  

 

（受付日： 2024 年 10 月 6 日、  

受理日： 2025 年 2 月 13 日）  
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